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はじめに
いわゆる古典派の時代以来今日まで，経済学の中心・重要課題の一つは，所
得や富の分配を決定ないし規定する法則の定立であったが，この要請にこたえ
る理論および分析手法には，伝統的・正統的な限界生産力説 (theoryof marg-
inal productivity) およびこれに対抗的な勢力説 (powertheory)が今日までの
ところ存在している。特に，前者の優位性は，その理論の歴史的伝統性，その
分析手法の厳密性および精緻性，論理の整合性において圧倒的であるようにお
もわれる。
ところで， 経済学における分配問題とは， まず第一に，“なぜ， A氏は年間
100万円の所得を得， B氏は年間1,000万円の所得を得るのだろうか., . なぜ，
ある人々は富んでおり，ある人々は貧しいのであろうか., . 富や所得が人々の
間に配分される仕方を決定するのは何か”， ということ， および第二に，“な
ぜ， A氏の賃金は毎月 6万円なのか., . なぜ，この人の借りている土地の地代
が坪当り年5,000円なのか~; . なぜ， この人の預けている銀行預金の利子率が
年5彩なのか”， 等々という素朴な疑問がこれである。 これらのうち，第一の
問に属するものが分配論における人的分配 (personaldistribution)の問題と呼
ばれ，第二に属するものが機能的分配 (functionaldistribution) の問題と名
付けられるものであることは周知である。
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けれども，分配に関するこのような区別についても， J・M・ クラークが「
経済理論の主内容は，長い間機能的分配のみを取扱ってきた」1) と論じている
ように，概念上においてもまた理論上においても比較的軽視されてきた感が強
い。かれにおいても， 「社会の全所得は， もとより社会のあらゆる人々の間に
分配されるが，分配の科学は各個人が取得するものを直接的に決定するもので
はない。人的分配は他の種類の（機能的）分配の結果として生じる」 2)のであ
るとしながらも，結局「社会の全所得を，相異る種類の所得としての賃金，利
子，および利潤に分解することのみが，直接的，全面的に経済学の領域内に属
する」3)と主張している。また， J・シュンペーターは，機能的分配を「生産
要素の収益の本質」として考え，人的分配を「このような収益の一定の個人に
よる取得」として両者を峻別している4)が，理論は「生産諸要素の生産的用役
を問題にするのであって，このような生産諸要素の所有者の生産用役を問題に
するのではない」5)と明言している。
要するに，クラークやシュンペーターに限らずいわゆる伝統的な分配論者で
は，分配における人的なものと機能的なものとの概念上の相異を区別すべき必
要性は認めながらも，理論分析的には，機能的分配を先決，基本，必須の問題
として把握し，限界生産力説の貫徹を主張するものであるといえよう。したが
ってこの場合，人的分配の側面は等閑に付される 6)かあるいは後次的または前
1) J.M. Clark, Distribution (in Readings切 theTheory of Income Distribution, 
edited by W. Fellner and B.F. Haley, 1950) p. 58. 
2) J.B. Clark, The Distribution of Wealth, 1902, p. 5. 林要訳「分配論」大正13年，
岩波書店， 6-7ページ。
3) Ibid., p. 5. 同上書， 7ページ。
4) J. Schumpeter, Das Grundprinzip der Verteilungstheorie (in Aufsiitze zur 
okonomisch昴 Theorie,1952) S. 336. 三輪悌三訳「分配の経済学と社会学」『シュ
ンペーター貨幣・分配の理論』昭和36年，東洋経済新報社， 150ページ。
5) Ibid., S. 336. 同・上書， 105ページ。
6) J.B. Clark, op. cit., pp. 5-6. 前掲書， 6-7ページにおいてクラークは「いわゆ
る人的分配は何が特定人の所得であるかを決定するが，これは理論的研究の範囲外に
属する」と述べている。
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者の付随問題として処理されることになる。
ともあれ，このように，限界生産力説による分配理論では人的分配の側面の
究明が等閑視されるが，後述のように，この原因は主として限界生産力理論と
いう分析トウールの限界から生じているのであり，一部はこの理論の解釈上の
誤りから生じているのである。
本稿は，分配における機能的分配と人的分配の意味および関連の考察を通じ
て，分配において，勢力や所有制度等の社会的・制度的要因がどのように係わ
っているかを明らかにし，併せて伝統的，正統的分配理論を再検討し，その意
義や位置付けを明らかにしようとするものである。
I 
本節でわれわれは，限界生産力説の要点とその意味を，特に人的分配と機能
的分配との関連において考察しよう。
元来，限界生産力説は，生産理論の核心を形成するものとして登場したもの
である。そして，古典学派の崩壊とともにはじまった生産理論と分配理論の分
離が，限界生産力理論による機能的分配の完成によって，再び結合されるに至
った1)とみられる。
それでは，限界生産力説のエッセンスとは何かというと，それは，第一に，
所与の技術的可能性を条件として経済的にもっとも有利な生産諸要素の組合せ
を考えることであり，第二に，利潤の極大を満たすように生産物数量を決定す
ることであり，これらの問に対する解として導き出されたのがすなわち限界生
産力説の諸命題にほかならないい。その解とは， 1)一定の生産量を極小の生
産費をもって生産するためには（逆にいえば，一定の総生産費をもって生産量を極大
にするには），各生産要素の限界生産物とそれぞれの要素の価格とが比例するよ
1) G.J. Stigler, Production and Distribution Theories 1941. 松浦保訳「生産と分配
の理論』昭和42年，東洋経済新報社， 407ページ。
2)熊谷尚夫『厚生経済学の基礎理論」昭和39年，東洋経済新報社， 309ベージ。
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うに要素使用量を決定すればよく，また第二の問題については，生産者が限界
生産費＝生産物の価格となるように生産量を決定すればよいであろう。そし
て，これら二つの命題から，生産要素の価格＝それの限界生産物の価値という
第三の命題が演繹される。
以上，三つの命題が，まさに，限界生産力説の核心とよばれるものであるい。
さて，以上の限界生産力説の諸命題のうち，特に第三のものに着眼するなら
ば，生産の経済問題解決のうちにすでに分配問題の解決，すなわち生産要素の
価格決定のための条件が内包されていると考えることができる4)。
ところで，生産要素の価格形成は各要素の生産的貢献に対する市場の評価を
あらわし，用役の価格はその用役が生産過程において果す機能に対して支払わ
れる報酬率をあらわすものと考えられるから，生産力説による分配理論は一種
の価格理論であり 5), 機能的分配の理論とよばれうるものである。たとえば，
所得カテゴリーである賃金 wage,地代 rent,利子 interest, および企業利
潤 profitは，それぞれ労働用役，土地用役，資本用役， および企業活動に対
して支払われた報酬であり対価である。このようにして結局，財やサービスの
市場に競争原理が有効に働くかぎり，社会の総生産物は，要素の用役に対する
報酬として何ら剰余を残さず，それぞれの要素の機能に対応して完全に帰属す
る6)はずである。この意味において，この原理はまた，「帰属理論」 imputat-
ion theory, zurechnung theorieとも呼ばれる。この帰属理論は， P・H・ 
ウイクステイードによる「分配諸法則の整合への試論」7)を端初として， J . 
3)同上書， 309-310ページ。
4)同上書， 310-311ページ。
5) J. Schumpeter, Das Wesen und der Hauptinhalt der theoretischen Natina肱
konomie, 1908. Verlag von Dunker und Hunblot, S. 321-322. 木村健康• 安
井琢麿訳『理論経済学の本質と主要内容」昭和11年， 日本評論社， 307ページ。
6)静態的均衡では，企業用役の報酬たる利潤はA・マーシャル流の正常利洞のみを意味
する。
7) P.H. Wicksteed, An Essay on the Co-ordination of the Laws of Distribution, 
London, 1894. 
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B・クラークs), M・E・ワルラス 9), J・G・K・ウイクセル10)等によっ
て，いわゆる exhautionproblem の証明に至って一応完成させられたもの
である。
要するに，限界生産力説による分配論は，分配現象を説明する際に，分配過
程を市場流通過程における価値＝価格の形成として把握し，一般均衡論的に，
いわば限界生産力を媒介として生産と分配とを直結させたものにほかならな
い。このようにして，使用される生産要素の価格と，それの限界生産物価値と
の均等が生産における経済均衡の必要条件をなしているという意味で，そして
ただその意味においてのみ限界生産力説は，生産理論の核心であると共に，ま
た分配理論における基本原理11), すなわち機能的分配の理論とみなされて，
そのゆるぎない地位を与えられているのである。
ところで，経済組織のすべての領域において完全競争の条件が満たされてい
るかぎり，ただその場合にのみ，機能的分配を支配する法則はそれ自体生産資
源の配分機能を有しているとみることもできる12)が，生産要素の価格形成が
生産の組織化にとって重要な意味をもつのは，一方においてこの価格が生産要
索の組合せおよび生産量の最適決定のための指標となるからであり，他方にお
いてそれが生産要素の供給量を規定する要因となるからである。このようにし
て，生産要素価格がボジティープな作用を果すならば，生産要素の価格に等し
い報酬が直接そのまま人的所得として当該要素の供給者に手渡されることを可
能にするっこのようにして，生産資源の私有制を容認し，同時に個人間におけ
8) J.B. Clark, The Distribution of Wealth, 1902. 林要訳「分配論」大正13年，岩波
書店。
9) M.E.L. Walras, Elements d'economie Politique pure, 1874. 手塚寿郎訳『純粋経済
学要論」昭和28年。
10) J.G.K. Wicksell, Vorlesungen uber Nationalokomie auf Glundlage des Margi— 
nalprinzips, 1913-22. 堀経夫・三谷友吉共訳『国民経済学講義J1938-39. 
11)熊谷尚夫，前掲書， 312ペー ジ。
12)同上書， 317ページ。
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るその所有の分配を与件と考えるかぎり，そしてまた完全競争市場によって価
格形成が行なわれるかぎり，生産用役の市場価格は，現実的，直接的に当該用
役の供給者の人的所得として帰着することになる。この意味においてのみ，限
界生産力説による機能的分配の法則は，また同時に人的分配の法則たるを妨げ
ないということができる。 J・B・クラークが，自己の意味における限界生産
力説を資本主義社会における所得の人的分配にも拡張解釈できうると考える傾
向があった13)誤謬は， まさに上の意味においてであると解することができる
であろう。
このようにして，限界生産力説による機能的分配が直接またはこの分配の結
果として人的分配に等しいと考える傾きのある議論は，一つのノルムとしての
機能的分配の法則を現実の分配を規制する法則と同一視することから生じ，さ
らに，生産要素の機能による分類概念の上に要素の所有者を重ねまたは直結
し，これによって，生産要素＝要素供給者とみなし，要素供給者の人格性を無
視することから生じたものである。ちなみに，要素の同質性，代替性という限
界生産力説貫徹のための基本的ならびに絶対不可欠の仮定14)は， 生産要素の
物的，客体的な性質ゆえの機動性・機能性を表現したものに他ならないといえ
よう。仮に生産要素そのものとその所有者を同一物とみたとしても，これらの
用役を提供する主体は，商品のように非人格的なものでありえず，用役の提供
に際して，何らかの要求や抵抗を示すであろう。これらを供給側の条件とみた
場合，この要求や抵抗がその時の用役の理論上の需要価格に一致するか否かは
一義的に決定されえないであろう。
とはいえ，所得の機能的分配と人的分配とは，相互に無関係ではないという
ことも事実である。その意味は，個人が得る所得は機能的分配による所得とそ
れ以外の所得，すなわち個人が所有している資産の種類と大きさに関連する所
13)同上書， 326ページ。
14) G.J. Stigler, Production and Distribution Theories-The Formative Period. 1941. 
7th print, 1956. 松浦保訳『生産と分配の理論」昭和42年，東洋経済新報社。
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得との合計額であるということである。それゆえ，所得の人的分配と機能的分
配とを結びつけるリンクは，資産の人的分配である 15)ということができる。
しかしながら，この資産の個人的分配は，長い間の歴史的プロセスの帰結であ
り，制度的，自然的な無数の偶発的要因の影響にさらされてきているから，こ
れについて何らかの一般化的な立言をなしうる余地は極めて稀薄であるとさえ
いわれている。このような議論についても， J・B・ クラークはよく熟知して
いた。すなわち，ほとんどすぺての人の所得は多少とも合成的であり，労働者
はある資本を所有し，費本家はある労働をなし，そして企業者は通常資本を所
有しかつ一種の労働をなす。この場合に，一個人の所得がどの程度にある源泉
あるいは他の源泉から生ずるかということは，われわれの研究範囲以上の多く
の影響に依存する 16)ということを指摘していたのである。
このような理由で，限界生産力説による分配理論は，主として所有関係によ
って規定される人的分配の部分を与件として，その理論構成から欠落させてし
まったということができるであろう。要するに限界生産力説による分配理論
は，その本来の意味からいって人的分配の理論ではないということができる。
]I 
前節の考察によって，われわれは，限界生産力説による分配理論の基本的，
内在的意味を明らかにした。その説によると，社会の総生産物は各々の生産要
素の機能に応じて余すところなく完全に分配され，その過程は人的分配を所与
として，すなわち資産や資源の所有制度を与件とし，また勢力関係を捨象して
成立し，これらの範囲においてのみ伝統的な接近方法（限界生産力説）による説
明は一応有効であると帰結されうる。
15) K.E. Boulding, Economic Analysis 3rd ed., 1955. 大石泰彦・宇野健吾監訳「ポ
ールディング近代経済学」昭和313年，上， 丸善， 209ページ。熊谷尚夫，「近代経済
学」昭和39年， 日本評論社， 130ペー ジ。
16) J.B. Clark, op. cit., pp. 5-6. 林要訳前掲書， 6-7ペー ジ。
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本節においてわれわれは，限界生産力説の批判的考察を通じて，この説と制
度要因や勢力との関係を論究し，この説に代替的な接近方法の必要性を指摘し
よう。
さて，限界生産力説による分配理論を批判的に考察するならば， まず第一
に，土地・労働・資本等の生産要素は，その各々が一定の物的生産力を有する
がゆえにそれらの需要価格が決定され，究極的には所得源泉として生産物の対
応部分を帰属させることができる。このように，分配現象を，いわば用役を供
給する個人の意志とは独立の，生産要素の生産力という視点から把握するから
こそ，純理論的に研究することを妨げられず，また逆にその方向を一層強化す
る結果となった。しかしこのことがまた，すべての経済現象を同一の分析方法
によって，すべて一般化して，なかば強引に説明しようという危険を犯す結果
ともなった1)ということができるであろう。特に，賃金決定や利子決定にこの
原理を適用することは，極めて問題が多いといわねばならない。そして第二
に，第一と関辿するが，上述の接近方法によって確立された理論的法則は，個
人の意志とは独立の自然法則2)であると解されている。しかし，現実の分配現
象は，物理的現象のようなものではなく，人間の社会的な営みによってつくり
出される現象であるといわねばならない。クラーク流の限界生産力説による分
配論は，その分配法則が個人的事情や制度的条件を超越する点を強調するあま
り，法則の社会的性格を看過した嫌いがあるといえよう。少し厳しい見方をす
れば，資本家あるいは労働者としての人的・社会的の，あるいはむしろ階層
的，階級的な地位が存在するゆえに，生産手段が資本として，また労働として
1)このような誤った展開の開祖はP・H・ ウイクスティードである。すなわち，かれの
時代以前では土地・労働・資本等の生産諸要素の価格，すなわち地代・賃金• 利子を
それぞれ別個の原理によって説明していたのであるが，かれはそれらのすべてに対し
て一様に限界生産力原理をあてはめようとした。（大野吉輝「巨視的分配理論」昭和
40年， 日本評論社， 74-75ペー ジ。）
2) J.B. Clark, The Distribution of Wealth, 1902, P. V. 林要訳「分配論」大正13年，
岩波書店， 2-3ペー ジ。
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の社会的役割を担い，それぞれの職能分担が生ずるのである。さらに，各個人
の所得には種々な分配要素が混入されているのが現実であるから，生産要索そ
のものへの生産物帰属によってのみこの分配所得を決定するのではなく，個人
の所得は社会的な関連において分析されねばならないといえよう。人的分配を
閑却して物的な機能的分配のみを論究することは，分配の衡平さが問題となる
ような真の意味での所得分配を確定しえない結果となるであろう。
とはいえ，いくら分配法則が個人的，制度的条件と関連があるといっても，
それがすぺてであるというのではない。後述のように，勢力説的接近の極点に
立つと見られるツガン・バラノフスキーは，資本主義的経済様式と所得の分配
とは不可分な，絶対的な結合関係にあると見る3)あまり，分配の構成要素を人
的分配のみであるかのように考えた。 このような見方は，経済諸関係を歴史
的，絶対的，階級的な視角においてのみ考察しようとする一面性を免れえない
といわねばならない。
かつて， ベエーム・ヴァベルクは「勢力か経済法則か』において4), 究極
的，結論的には分配における経済法則の優位性を主張しながらも，以下のよう
な点を指摘していたことが注目されるであろう。かれによると，経済法則に自
然法則の名称および特質を要求することは，旧時代の自然法学説の影響による
のであって，これを全面的に容認するものではないが，しかし，純粋自然現象
の法則が人間の意志および規約から独立して実現されるように，経済生活にお
いても人間の意志によって犯されない法則が存在し，たとえ社会勢力というよ
うな人為的干渉があろうとも，経済現象の流れが経済法則の示す軌道からはず
3)かれは，消費財の世界については限界効用理論を承認するが分配問題に関しては価値
および価格法則ではなく，社会的勢力関係が決定的であるとみている。 (J. Schum-
peter, Das Grundprinzip der Verteilungstheorie 三輪悌三訳「分配の経済学と
社会学」『シュンペーター貨幣・分配の理論J昭和36年， 東洋経済新報社， 129ペー
ジ。）
4) E.v. Bohm-Bawerk, Macht order okonomisches Gesetz? Gesammelte Schriften 
van即hm-Bawerk,Bd. I . 1924. 
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れるわけではないということである。そしてかれは，いわゆる「社会的カテゴ
リー」が経済生活に影響することを認めるが，この影響がどの程度のものであ
り，同時にこれと他のカテゴリーより生ずる影響とをどこで区別するかという
問題は現在まで十分究明されておらず，限界価値学派はこの問題に気付いてい
たが，未解決のまま，かれらはただ分配法則を，勢力の影響を除外するという
前提のもとに研究してきた。その典型が限界生産力説である，という 5)。
このようにして，分配問題への接近の方法論についてベエーム・ヴァベルク
は，価格構成（形成）の説明に社会勢力の影響が相当程度に認められる場合で
も，純粋経済的な契機をもって働く方式を排除するのではなくて，これを是認
しつつ法則を完成しなければならないと論じた6)のである。
さて，前述のように，分配理論における限界生産力説は，機能的分配の問題
解明のための有カ・有効な分析トウールとして，形式的には一応非のうちどこ
ろのないものではあるが，この用具の前提条件や仮説の非現実性およびそれの
適用範囲の一元性に注視するならば，この分析トウール自体の妥当性や現実適
用性について疑問点がないわけではない。この場合の問題の焦点は，限界生産
力説の， 1)完全競争，生産要素の代替性・同質性，合理的経済人における仮定
の非現実性， 2)人的分配問題への接近の困難性，であろう。これらのうち，
1)の合理的経済人の仮定についての議論はすでに諸学者によっていいつくさ
れており，また要素の代替性・同質性については，われわれはすでに I節にお
いて検討した。それゆえ， 1)の完全競争の問題と 2)の問題を以下論究しよう。
まず，完全競争を理論上の仮説とすることの当否については，いわゆる「不
完全競争理論」の登場7)によって大きくクローズアッフ゜されたが，この背景に
5) a.a. 0., S. 230-232. 
6) a.a. 0., S. 241-245. 
7) Joan Robinson, The Economics of Imperfect Competition (London. 1933)加藤
泰男訳『不完全競争の経済学」昭和32年，文雅堂。 E.H.Chamberlain, The Theory 
of Monopolistic Competition (Cambridge, 1933)青山秀夫訳「独占競争の理論』
昭和40年，至誠堂。
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は，資本主義経済の歴史的発展過程における質的変貌が指摘されている。この
点について， J・ストレイチーも論じたように，現代の資本主義は「巨大な少
数企業による市場支配による寡占状態を一大特色としている」8) 0)であり，そ
れゆえ， K・ガルプレイズの指摘をまつまでもなく，典型的な産業が少数の大
企業によって占有されているため，資本主義の理論は「自由競争ということに
ついてのモデルの放棄を余儀なくさせられている」9) のである。
このような背景が否定されえない事実であるときには， よくいわれるよう
に，諸価格（あるいは分配）の形成・決定は，完全競争体系に見られるものとは
異なって，各経済主体のもつ市場支配力 marketpowerとか独占力 monop-
olistic powerによって大きく支配されるのである。すなわち，完全・自由競
争体系のもとでは，いかなる経済主体も何らかの powerを所有していないと
いうことはこの仮定の本質的意味からいってそうなのであるが，これとは対照
的に不完全競争のもとでは，企業その他の主体は，強大な経済力や政治力を背
景にして，自らの力によって生産物の価格，賃金，供給量をコントロールする
ような Powerを保有していることが考えられる。
そしてたとえば，企業と労働とが共に独占力を有する双方独占のような場合
には，賃金の決定は，企業側と労働側の交渉力の強さに大きく依存する。すな
わち， 2独占者間の社会的勢力関係が賃金を決定する傾向をもつといいうる10)
のである。
このようにして，不完全争競理論の基礎になっている仮定は， ある意味で
は，市場の一方の側に不平等な利益があることから勢力のある imbalanceが
8) J. Strachey, Contemporary Capitalism, 1957年， London,Chap., I. 関嘉彦・三
宅正也訳「現代の資本主義」昭和33年，東洋経済新報社，第2章。
9) J. K. Galbraith, American Capitalism; The ConcePt of Counterveiling Power, 
1957, London, Chap., IV. 藤瀬五郎訳「アメリカの資本主義」昭和30年， 時事通信
・ 社出版局，第4章。
10)高田保馬「経済学原理』昭和36年， 日本評論社， 193ページ。
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生ずるということである11)が，この結果として，不利益を被る側に，独占的な
地位にあるものによる掠奪から自らを守ろうとして，ガルプレイズのいう「対
抗勢力」 counterveilingpowerが出現し12), このようにして，市場の両者の
間に勢力の社会力学的均衡が達成され，この均衡において，価格や賃金が決定
されると考えることはあながちまちがいであるとはいえないように思われる。
ところで，競争制限的な経済では，生産用役の価格はその限界生産物の価値
から乗離し，その差額として，余剰 surplusまたは搾取 exploitationが存
在することになるが，結局のこのような経済における分配は，完全雇用の状態
では，この余剰または搾取の経済主体間における奪い合いであるということが
できるかもしれない。
これらの諸事情を考慮するならば，不完全競争市場における需給の両側に生
じる独占的行動が勢力の結果たる社会制度に基づくことを分析し，所得分配の
根底に社会の勢力関係を考察しなければならないという新たな視角が開かれる
ことになり，この方向の一層の展開が要請されるであろう。
つぎに，われわれは，伝統的な理論のもう一つの弱点である人的分配への接
近の困難性の問題を究明しよう。
一般に，個人の受け取る所得は，提供された用役の生産的貢献度に応じても
たらされる「生産機能的分配」の部分と， 「生産機能外的分配」の部分とに分
つことができるが，前節の考察によって明らかなように，前者については限界
生産力説によってかなりの程度に13) 説明されうるであろう。
11) T. Parsons & N.J. Smelser, Economy and Society : A Study in the Integrat-
ion of Economic and Social Theory, London, 1956. 富永健一訳「経済と社会』
昭和42年，岩波書店， 217ペー ジ。
12) J. K. Galbraith, op, cit., pp. 110-128, 邦訳前掲書， 144-165ペー ジ。
13)向井教授が指摘するように，機能的分配の中には，たとえば個人Aの所得がかれの事
務的労働に対する賃金と自らの所有している資本に対する利子とから構成されている
ように複合的機能から構成されている場合には，限界生産力説のみでは説明できない
ことも考えられる。 （向井利昌「所得の人的分配と勢力学係」『国民経済雑誌」第106
巻第1号，昭和37年， 22ペー ジ。）
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ところで，上記の生産機能外的分配は，人的分配を構成する不可欠の要素で
あるが，この分配要素は何によって規制されうるだろうか。
それは，生産機能外的要因を勢力関係に求める分析視角から考察するなら
ば，結論的には，私有財産制度を基礎とする資本主義経済では，各個人が所有
している物財の種類と数量に依存し14), したがってそのような物財を排他的
に所有しうる個人の諸勢力，すなわち学歴，社会的な身分または地位，特殊な
能力，所得をうる目的で所属しているグループの組織力，法的権益等々の大き
さ，強度等々に依存するであろう。
そしてまた，所得の人的分配と諸勢力との関係は，資本主義経済制度の変化
の一指標となる企業規模の拡大に伴って，本来の意味の企業者機能が単なる事
務的，技術的な専門労働用役的機能に変転し，後者の勢力が増大するように移
行する傾向があるといえる15)。 この結果， 資本家としての少数の諸個人によ
って利潤として排他的，集中的に取得されていた生産物価格の分配が，次第に
比較的多数の個人に分散的・拡散的に帰属するようになるということができる
かもしれない。もっとも，この場合における個人所得の相対的上昇は，労働者
階級の増加による生産機能的分配の増大を意味するが，また同時にそれがかれ
らの組織力の強化・拡充や政治力の増大となって，生産機能外的分配の増大を
も結果するといえるであろう。
以上のわれわれの簡単な考察からは，所得の人的分配ー特にこの重要な構成
要素である生産機能外的分配ーが何によって，どのようなメカニズムで規制ま
たは決定されるかは十分明らかにすることはできなかったが，しかし，この問
題への接近の糸口を見いだしたといえるかもしれない。
このようにして，方法論的な見地からするならば，限界生産力説のように資
産や生産手段の所有関係を中心とする社会制度を一つの与件とする方法から，
14)熊谷尚夫『経済政策原理」昭和40年，岩波書店， 308ペー ジ。
15)向井利昌「資本主義の変質と所得分配」「国民経済雑誌』第107巻第6号，昭和38年，
35-38ペー ジ。
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それらを可変的なものとして取扱う方法への移行が，分配現象の解明のために
は要請される。この後者の接近方法に立つときには，分配の決定における市場
交換的機構そのものの重要性は必然的に後退し，それに代って，人的所得を構
成する諸カテゴリーおよび社会制度そのものの意義が最前面に登場せざるをえ
ないものとなる 16) であろう。
要するに，限界生産力説を主要・中心分析用具とする分配論の人的分配への
接近の困難性は，結論的には，所得の人的分配が，生産機能的要因のみなら
ず，生産機能外的要因によっても規制されるという事実を看過したことによる
のであり，また，所有関係を一つの歴史的な，その意味で理論の目的にとって
は全く偶然的な事実とみなし，生産資源の所有関係を中心とする社会制度を一
つの「与件」として取扱う接近方法の一面性に，その原因を負わせることがで
きるであろう。
][ 
分配理論における少数派に属する勢力説は， J・S・ミルにその端を発する
といわれる。ミルは，生産法則は「物理的真理の性格を帯びている」1) とし，
他方富の分配は「専ら人為制度の問題である」2) として，両法則の背離性を強
調したのである。すなわち，かれは経済過程を生産と分配との二面に分離し，
それぞれを特殊な現象および問題として構成し，生産をより多く技術的，経済
的要素によって影署されるとし，分配をより多く社会的，歴史的要素によって
影響されるとした。したがって後者の視角からするならば，分配は，価値・ 価
格形成の過程にはほとんどあるいはまったく関係せず，社会的要因（努力，政治
・経済の制度，慣習）によって， 専らあるいは大部分規定されるということにな
16)熊谷尚夫『厚生経済学の基礎理論」昭和39年，東洋経済新報社， 328ページ。
1) J.S. Mill, Principles of Political Economy, with of their Applications to Social 
Philosophy, 1848, p. 199. 戸田正雄訳『経済学原理」昭和14年。
2) Ibid., p. 200. 
168 
分配の基本課題と分配理論についての小論（浅田） 517 
る。
このような視点に立つ理論系譜には， J・A・ホプソンs)'J. K. ロード
ベルトゥス4)'K・マルクス， E・K・デューリングs),M・I・ツガン・バ
ラノフスキーs)'F・オッペンハイマー'1)' 高田保馬等がある8)。しかしなが
ら，これらの人々による勢力説は，分配理論そのものとして統一的，整合的な
体系をなしているわけではなく，経済学の特殊問題の提起または解明のため
に，部分的，断片的，付随的に述べられたものに過ぎないといってもよい。
ところで，勢力説の内容に立ち入る前に，いったい勢力とは何かということ
を，われわれは考えてみる必要がある。
勢力 power,Machtとは，他人から服従せられる個人の能カ一般を意味す
る9)ものとして定義され，さらにそれを，威力，知力，武力，権力，経済力等
の形態に区分する10) ; ことが可能であるがこれらの各形態には共通して，他人
からの服従の一様式としての一定の物財に対する排他的な処分カ・支配力が内
包されていることを否定しえない。このような支配力を，向井教授は「対物的
勢力」と名づけ11入さらにこれを，経済的対物勢力と非経済的勢力に分類し，
前者をたとえていえば，資本家が資本の供給によって利子を獲得する勢力や労
働者が生産財として物化された労働の提供によって賃金を取得する勢力のよう
なものであり，他方後者は，政治権力によって富を獲得する勢力や組織上の一
定の地位それ自体に基づいて一定額の収入をうる勢力の例にみられるものであ
3) J.A. Hobson, The Economics of Distribution, 1907. 
4) J.K. Rodbertus. 
5) E.K. Diihring. 
6) M.I. Tugan-Baranowsky, Soziale Theorie der Verteilung. 1913. 
7) F. Oppenheimer, Grundriss der theoretischen Okonomik, 1926. 
8)高田保馬，「勢力論」改訂版，昭和34年， 187ページ。
9)同上書， 37-94ページ。
10)向井利昌．「経済的勢力と社会構造」『神戸大学経済学研究年報」 2,173ページ。
11)向井利昌，「所得の人的分配と勢力関係」「国民経済雑誌」第106巻第1号， 26ページ。
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る12) とする。
つぎに， C・ランダウエ｝レ13) の勢力概念は，所得の機能的分配および人的
分配との関連において把握されているという点できわめて特異であり，われわ
れの問題意識にも重要な関係をもっているので，ここで言及しておこう。かれ
は，生産物の分配が決定されるのは経済的法則かあるいは勢力関係かという問
題設定に関連させて， 従来の理論的研究では， 「その作用が経済的法則性の領
域の中で把握される勢力」と「撹乱的な要因として現われる勢力関係」との区
別が不正確であることを述べ14), 前者を経済的勢力とみなしている。そして，
この経済的勢力は，交換経済に特徴的に具現するのであり，一定の対価の提供
にともなって必然的に勢力行使が行なわれる場合に効力を発揮するという。こ
のようにして，一般に交換経済において（ここでは経済活動において当事者の自由意
志が発揮される）のみ，あるいは交換経済的な組織原理が支配的な経済体制の場
合においてのみ，経済的剪力が存立しうる以上，機能的分配の分け前のなかに
経済的勢力が現われる。これに対し，機能的分配を所与とした場合の人的分配
は，強制権力を主要内容とする経済外的勢力によって決定される 15) というも
のである。
勢力の概念が以上のようなものであるとしても，これらの概念は，抽象的，
観念的であり，また多義多種であって，いわば分類学上の意義しかもちえない
といわざるをえない。経済学上勢力の要因が重視されながらもこの方向の理論
展開がなおざりにされた一因は， この概念の曖昧性， 特殊性，観念性， 非数
量性にあるのかもしれない。 この点， E・プレイザーによる定義， すなわち
economic powerとは， 単に財を獲得する能力を意味し，この能力を人間の
12)同上書， 26ページ。
13) C. Landauer, Grundprobleme der funktionellen Verteilung des Wirtschaftlichen 
Wertes, 1923. 
14) a.a. 0., S. 9-10. 
15) a.a. 0., S. 24-33. 
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資格や財産の大きさで測定する 16) という方向は，その操作性という点で，理
論化として組入れれる目的に有利なものであろう。
さて，前述のような系譜をもつ多種の勢力説をわれわれは，これらをことご
とく網羅して論究することはできないし，また仮にそれが可能であったにして
も，われわれの目的からはさして緊要なことではないから，つぎに代表的ない
くつかの説について極く簡単に言及しておこう。
まず，ッガン・バラノフスキーの見解17) を収上げてみよう。かれは，価値
論と分配論との密接な関係を切断し，すなわち価格形成の法則を個人主義的効
用価値的観点より考え， 分配法則では個人主義的価値判断を排斥する。そし
て，価値問題は経済の論理的範疇に属するとし，他方分配は，社会経済の歴史
的範疇すなわち一定の歴史的構造の社会においてのみ意味をもつという。それ
ゆえに，分配理論を価値理論の中に包摂する伝統的なやり方は方法論上誤まり
である 18) ともいう。これは，分配が社会的不平等をその本質とし，異なった
社会階級の代表者が相会するものであることからしても自明であるとしてい
る。このようにして，結局のところ，社会生産物の分け前としての賃金および
利潤は，労働者および資本家のそれぞれの社会的勢力ないしは階級関係によっ
てすぐれて決定される 19)というものである。
このようなツガンの分配論は，資本主義における所得の人的分配の独自性を
勢力関係に結びつけている点は評価しなければならないとしても，かれにあっ
16) E. Freiser, Besitz und Macht in der Distrbutiontheorie (in Synopsis, Festg-
abe fur Al.fled Weber, 1949), Property and Power in the Theory of Distri-
bution (Translated by J. Kahne in International Economic Papers No. 2, 
1952, Property, Power and the Distribution of Income, Power in Economics, 
1971, pp. 135-8. 
17) M.I. Tugan-Baranowsky op, cit. 
18) Ibid., S. 10-11. 
19) Ibid., S. 12. J. Schumpeter, Das Grundprinzip der Verteilungstheorie S. 337. 
三輪悌三訳「貨幣と分配の理論』昭和36年， 150ページ。
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ては，生産物価値の分配に関する機能的分配と人的分配の区別が皆無であるば
かりか，機能的分配の側面が忘却されている点は厳しく批判されるべきであろ
う。
次に，オッペンハイマーの勢力説20) は，一種の独占理論であって，独占が
存在する場合，独占的地位にある者は，交易において静態価格における正常
（すなわち独占者の性能に応じた）以上の利得を獲得しうる社会経済的勢力地位を
有しているがゆえに，剰余価値が発生し，この剰余価値の部分を分け前にあず
かる者はまず土地の所有者であり，ついで資本家であり，最後に労働者であ
り， この労働者の分前は労働力の再生産に必要なだけ分配されうるに過ぎな
ぃ21) というのが，かれの分析構造であるようにおもわれる。
要するに， オッペンハイマーにおいては，賃金の決定はかれの意図に反し
「労働価値説」に帰着し，地代および利潤の決定はいわゆる「搾取説」にすぎ
ないともいえる。また，階級関係という社会的・政治的である勢力関係の経済
内における干渉を，純経済的なタームである「独占」におきかえたまでは成功
であったといえるが，独占価格の決定という一層進んだ形の分析に関しては無
内容であったと評するほかはない。しかしながら，かれが階級独占に関して，
労働者は労働力を売却しなければならないという一方的切迫があり，少しとい
えども待つことができないばかりか，労働力はすべての商品のうちで最も不利
な商品である。これに反し，資本家は財産を持ち，一種の購買者独占 buyers
monopolyを有しているがゆえに，かれらの切迫度ははるかに少ないと論じ
20) F. Oppenheimer, op, cit. 
21)オッペンハイマーは，土地の供給が制限されている場合には，労働者は低い種類の独
立労務を売却することにおいて，あるいは上流階級により自然原料の未だ独占されて
いないような財貨の生産によってのみ独立者として活動すると述べ， さらに，すべて
これらの労働用役の価格は明らかにこれらの聯業の上に加えられる激しい競争によっ
て引下げられ，その得るところは裸の生存欲望以上にほとんど充たされないと考えて
いる。 (F.Oppenheimer, op. cit., S. 40-42.) 
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ている 22) 点は高く評価するに値する。 というのは， かれのこの命題の中に
は，たとえ厳密な意味での独占が存在しない場合でさえも，供給が大幅に削減
されるとき，購買者は独占者の立場に類似の立場に比類する優位性を得てお
り，この事態が所得の機能的分配に何らかの係わりをもつという内意が含まれ
ている 23) と考えられるからである。
さて，最後にわれわれは，高田保馬博士の見解について，簡単に論じておこ
つ。
高田にあっては，現実の賃金が必ずしも限界生産力に一致していないことか
ら，かれの勢力理論展開の積極的根拠を見い出すことによって，賃金論に主力
をおき，利子論にも拡張しようとする。賃金論におしヽて，かれは効用価値説や
限界生産力説のように，労働の効用と不効用（苦痛）を考えるのではなく，効
用と抵抗によって考えるべきであって，この場合の抵抗の本体は労働者の側の
勢力であると論じている 24)。そして「ひとたび一般均衡の立場に立つとき，
労銀の高さが勢力関係によって決定せられることを許すならば，それは費用の
中心として全価格体系を規定する・・・・・・」25)。 「それは効用によって築かれたる
価格体系の中に分配という間切り，又は部屋どりを，作るのではなくして，体
系そのものの構造を左右する・…..」26)。 それゆえに， 「勢力説は分配理論にお
ける一学説であるに止まらずして，価格理論そのものの変革者でなくてはなら
ぬ」27)。「価格の世界は効用と不効用とが経緯をなして織上げている織物では
なくして，効用と努力とが相からみ合っている織物細工にも例ふべきものであ
22) F. Oppenheimer, op, cit. S. 21-22. 
23) E. Preizer, op, cit., p. 126. 
24)高田保馬，『ケインズ論難」昭和30年，有斐閣， 204ページ。また，労働の非商品性は
ーにその人格性， 別して人格に対する待遇としての性質に存するのである （「経済の
勢力理論」昭和22年，実業之日本社， 100-101ペー ジ。）
25)同上書， 205ペー ジ。
26)同上書， 205ペー ジ。
27)同上書， 205-206ページ。
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る」28)という。
このようにして，高田は，一種の観念形態といわれる勢力説を純経済学の理
論的装備をもって学問的に再構築ないしは樹立することを志向していたにもか
かわらず，この願望は必らずしも十分達成されたとはいいがたい。もちろん，
上述のように，高田の場合，賃金論が勢力説展開の礎石的， 中核的存在とし
て，かなりの論理の一貫さ，分析の明確さを有しているといえるが，それに比
べれば， 分配側面の他の項目については， 「既に労銀が限界生産力において定
まらぬとするならば，其他の分配項目が限界生産力において定まる理由はな
い。私の限界生産力説の全面的批判はそこからはじまらざるをえない」29)とい
う大きな意図とは裏腹に，十分説得的理論を展開しているとはいいえないよう
におもわれる。
以上のわれわれの考察によって明らかなように，勢力説による分配理論の特
徴は，一般に，社会の成員を地主・労働者・資本家というような階級関係とし
てとらえ，したがって，かれらの所有する唯一無二の要素の経済的機能を，限
界生産力説とは異って，異質的，特殊的なものとして取扱うことによって，各
階級間への分配（これはある意味では人的分配とみなすことができる）を支配する法
則を究明しようとしたことである。したがって，この場合には，経済の制度的
構造と分配とは密接不可分の関係を有するものとされ，分配は社会の権力関係
によってのみ規定されると考える傾向が強い。それゆえ，勢力説は，また，階
級構造や権力構造を重視するあまり，機能的分配の側面は無視あるいは軽視さ
れ，ッガン・バラノフスキーのように生産物価格の機能的分配それ自身が資本
主義に特有の歴史的性格を示すと考えるような誤りさえみられる。
結 語
以上によってわれわれが考察したように，所得分配の基本課題は，機能的分
28)同上書， 206ページ。
29)高田保馬，『経済の勢力理論」昭和22年，実業之日本社， 10-12ページ。
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配の問題と人的分配のそれとの二つである。分配理論に占める限界生産力説の
優位性を評価するとき，人々は，しばしば，この両者の間の明確な区別をなす
配慮を欠いているように思われる。われわれの観点からするならば，伝統的な
限界生産力説による分配論は，まさにこの前者の問題を主眼的・中核的な研究
対象とし，この範囲内においてのみ，一応の成果を収めたことは否定できない
が，それでもなお，利潤論，利子論，賃金論，および人的分配論において問題
点が多々存在するということは周知であろう。この主要な原因は，この理論の
仮定の極度な抽象性と理論展開の方法論的な誤りにあるように思われる。それ
ゆえに，一層完全な分配理論を構築するためには，従来の理論の仮説に含意さ
れていない諸事象をとり入れ， 「与件」 として取扱われていたものを可変的な
ものとする分析方法が不可欠に要請される。本稿では紙幅の制限上積極的に展
開できなかったことが悔まれるが，この可能な方向は，不完全競争や独占的競
争を含む広義の独占理論の展開であり，もう一つは勢力説的な接近の埒入であ
ろう。
現在の状況では，限界生産力説も勢力説も分配の部分理論であり，両者は補
完的な関係にあるということができるであろう。
(1973. 10. 12) 
175 
